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1. Policy Statement 初めに 

 パース日本人学校（JSP）は、全児童・生徒のケア、安全、保護に全力を尽くしている。

学校の責任は、学習の成果だけではなく、児童・生徒の知的、身体的、社会的、情緒的な発

達と、思いやりのある支援的な学習環境を整えることに及ぶ。この目的のために、JSP は、

学校に預けられている児童・生徒の安全、健康、福祉、ウェルビーイングが常に守られるこ

とが不可欠であると認識してる。 

 JSP は、以下の「チャイルドセーフ・オーガニゼーションの 10 原則」を遵守し、JSP をチ

ャイルドセーフ・オーガニゼーションにすることを目指している。 

1. 学校のリーダー、理事会、スタッフ、ボランティアすべての人が安全を心がける環

境づくりに取り組む。 

2. 子どもたちは、自分たちの権利について知らされ、自分たちに影響する決定に参加

し、真剣に受け止められる。 

3. 保護者や学校コミュニティーの方々は、子どもの安全とウェルビーイングの促進に

ついて知らされると共にそれに関与する。 

4. 公平性が維持され、ポリシーや実践において子どもの多様性が尊重される。 

5. 学校で働く人々は、適切な人材であり、子どもの安全やウェルビーイングに対する

学校の価値観を実践し、サポートされている。 

6. 子どもにとっての心配ごとや困ったことへの対応は、子どもに焦点を当てたもので

ある（相談しやすい環境である）。 

7. スタッフやボランティアは、継続的な教育およびトレーニングを通して、子どもの

安全を守るための知識、スキル、意識が身についている。 

8. 建物配置・設備などの環境やオンライン環境は、子どもが危害を受けるリスクを最

小限に抑えながら、安全とウェルビーイングを促進する。 

9. この 10 原則の学校においての取組みは、定期的に見直され、安全性向上をめざす。 

10. スクールポリシーや手続きは、組織（学校）が子どもにとってどのように安全であ

るかを文書化したものである。 

 本ポリシーは、身体的虐待、性的虐待、精神的虐待、ネグレクトを含む児童虐待に関する

方針と手順を概説するものである。本ポリシーに記載された方針や手順は、パース日本人学

校に雇用されるすべての人に適用される。学校のスタッフ・理事会・定期的に学校でボラン

ティアされる方は、本方ポリシーを熟知し、いかなる虐待に対しても本ポリシーに従って対

応しなければならない。 

 本ポリシーはまた、性的虐待の報告義務（mandatory reporting）に関する詳細も示してい

る。2009 年 1 月より、教員を含む指定専門職の者は、合理的な根拠に基づいて性的虐待が

行われている、または行われていたと思われる場合、児童の性的虐待に関する報告を行うこ

とが法律で義務付けられている。教員である JSP の全教員は、合理的な根拠に基づいて性的

虐待が疑われる場合、Department of Communities（コミュニティ省）に報告書を提出するこ

とが義務付けられている（詳細は 6.2 児童の性的虐待の報告義務参照）。 

 教員でない職員は、あらゆる形態の虐待を疑った場合は、校長または校長代理校長が疑わ

れている場合）に報告しなければいけない。 
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 なお、元児童・生徒、または元児童・生徒の保護者が、本校で発生したの児童性的虐待に

関する申し立てを行った場合、JSP 校長を通じて、Department of Communities に直ちに報告

する必要がある。現在 18 歳以上の元児童・生徒に関する申し立ては、警察に報告すること

になる。 

 児童虐待が疑われるすべてのケースについて、校長は Director General, Department of 

Education（教育省事務局長）に重大インシデント報告書（Reportable Incident Notification 

Form）提出する必要がある。 申し立てが本校の現職職員に関わるものである場合は、

Reportable Conduct Scheme（報告義務のある行為スキーム）に基づき、オンブズマン WA に

も報告を行わなければならない（10.児童保護に関するその他の報告要件を参照）。また、

申し立てに教師が関与している場合は、TRBWA （教師登録委員協会）に通知しなければな

らない。 

 このポリシーは以下のポリシーと併せて読んでください。 

• Staff Code of Conduct 

• Community Code of Conduct 

• Complaints Policy 
 

2. The Role of the School in Child Protection 児童保護における学校の役割 

 学校は、以下のようなあらゆる合理的な手段を講じるものとする。  

• 子どもたちの安全確保のために予防的かつ積極的に取り組む。 

• 子どもたちが自らの生活に関連ある決断に参加できる力を育成する。 

• だれもが、子どもへの危害のリスクを安全に開示できるような開かれた環境を育成

する。 

• 児童虐待を防止し、またはそのリスクを軽減する環境を提供する。 

• 児童虐待の被害者の被害を最小限にし、プライバシーを保護する。 

• 児童虐待が起きた場合、学校コミュニティへの被害を最小限にすることに努める。 

• 子どもたちが虐待の可能性を察知し、回避する力、または対応できる力を育成す

る。 

又、学校は以下も行う。 

• 教職員、運営理事会、定期的なボランティアが、少なくとも年に一度は、mandatory 

reporting（児童性的虐待の報告義務）に関する法律と、子どもの安全な物理的およ

びオンライン環境の構築と維持を含め、学校内および学校関連活動中の子どもの安

全と健康（wellbeing）を確保することを目的とした学校のポリシー、手順、実践に

関する研修に参加することを確認する。 

• 職員が児童虐待とネグレクトの指標と報告手順についての研修を受けるようにす

る。 

• 教員の mandatory reporting（性的虐待の義務的報告）要件を含め、あらゆる種類の

虐待の報告手順の保護者への周知を徹底する。 
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• Protective Behaviours Curriculum（自己防衛の態度を育成するカリキュラム）（本校で

は Keeping Safe Child Protection Curriculum）が学校で実施されていることを確認す

る。 

• Working with Children チェック（WWC チェックは無犯罪チェックを含む）の情報が

学校に保管されていることを確認する。 

• 職員やボランティアの採用の際に、子どもたちと安全に接触できる人材を選ぶよう

に注意を払う。 

• 教職員が Staff Code of Conduct（職員行動規範）を遵守していることを確認する。 

• 児童・生徒の参加も得て作成された Student Code of Conduct（生徒行動規範）が定期

的に見直されていることを確認する。 

• 児童・生徒と職員がコンピューターでアクセスするコンテンツが適切であることを

確認する。 

• 児童・生徒との一対一の活動は、他の人から見えるようなオープンスペースで行わ

れるようにする。 

• グルーミングや児童虐待に関する苦情や申し立てに対し、児童・生徒の最善の利益

のために、ポリシーと手続きに従って適切に対応する。 

• 必要に応じて「Multi-Agency Protocol for Education Options for Young People Charged 

with Harmful Sexual Behaviours」（有害な性的行動で告発された若者の教育オプショ

ンのための多機関協定議定書）に従い、 本校に在籍する対応となる児童・生徒のリ

スク評価と管理計画を実施する。この議定書は、該当する場合、校長に提供され

る。 

• 保護者には以下を情報を提供する。 

- 本校で実施している自己防衛の態度を育成するカリキュラム（protective 

behaviours curriculum） 

- 本校の行動規範（codes of conduct） 

- グルーミングや児童虐待など本校の行動規範で許されない行動について懸念があ

る場合、どのように、誰に伝えるべきかについての情報。 

• 児童・生徒（当事者やその他の児童・生徒）の安全が脅かされる可能性がある場

合、守秘義務は保証できず、児童・生徒の同意なしに職員は保護者・警察・その他

必要と考えられる機関に連絡できることを知らせる。 

 

3. Relevant Legislation 関連法規 

西オーストラリア州では、以下の法律が児童保護に関連している。 

• Children and Community Services Act 2004（児童・地域サービス法） 

• Children and Community Services Amendment (Reporting Sexual Abuse of Children) Act 

2008（2008 年児童・地域サービス改正法「児童の性的虐待報告」） 

• Criminal Code Act (1913) （刑法 1913 年） 
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• Criminal Code Amendment (Cyber Predators) Act 2006（刑法改正、サイバー犯罪者） 

• Parliamentary Commissioner Amendment (Reportable Conduct) Act 2022（議会委員会改

正「報告すべき行為」） 

• School Education Act 1999（学校教育法） 

• Teacher Registration Act 2012（教員登録法） 

• Working with Children (Screening) Act 200（42004 年児童労働法、スクリーニング） 

これらの法文章は https://legislation.wa.gov.au/で閲覧できる。 

 

4. Human Resources Practices 人事関連 

 パース日本人学校は、スタッフ、ボランティア、契約社員などが適切に審査され、訓練さ

れ、監督されることを保証するための手続きを備えている。 

Teachers Registration Board (TRB) 教員資格登録協会 

 代替教員を含むすべての教員は、西オーストラリア州教員資格登録協会（TRBWA）に登

録しなければならない。TRB の登録手続きの一環として、教員として登録するにふさわしい

かどうかを判断するための犯罪歴チェックが含まれている。申請書に記入された情報は、オ

ーストラリアの警察またはその他の法執行機関に転送され、チェックされる。TRB 登録の詳

細は職員ファイルに保存される。 

 2012 年教員登録法（Act）第 42 条は、登録教員の雇用主が、教員が重大な不正行為に関

与した、または重大な無能をもって教壇に立った可能性があると疑うに足る合理的な根拠が

ある場合、その結果、教員が以下のような事態に陥った場合、その旨を TRB に通知するこ

とを義務付けている。 

• 教育機関（学校）における教職を解雇または停職される場合。 

• その教育機関での教職を辞職または停止された場合。 

 調査が進行中であっても、また調査が終了していなくても、教員が学校で教えることを終

了して７日以内に、できるだけ早く TRB に知らせなければならない。従わない場合、

＄５，０００の罰金が科されることがある。 

Working With Children (WWC) Check 児童労働チェック 

• 教育機関で働く職員（教員や教員ではない職員）は WWC チェック資格がないとい

けない。 

WWC チェック資格書類は学校の WWC チェックのファイルに保管される。現在の

WWC チェック資格書類がない場合は、本校での勤務開始前に申請書を提出した証拠

を提出し、資格確認ができたら、そのコピーを学校に提出しなければならない。 

• 職員は WWC チェック資格の有効期限が切れる前に、更新の申請を行い、新しい証

明書のコピーを学校に提出しなければならない。 

https://legislation.wa.gov.au/


 

7 
 

• WWC チェック取得に影響を与えるような変更がある場合は、職員は直ちに校長に報

告する必要がある。 

• 保護者以外で、児童・生徒と接触するボランティアも WWC チェック資格が必要で

ある。 

• 保護者であるボランティアは、宿泊キャンプでのボランティアを除き、WWC チェッ

クの取得は免除される。同様に、学校で専門的な役割（有給、無給を問わず）を担

う保護者ボランティアは、有効な WWC 資格を持っていなければならない。  

Recruitment of New Staff 新規スタッフの採用 

• 応募されたポジションに適した人物と判断された場合、 正式にポジションをオファ

ーする前に、レファレンスチェックを実施する必要がある。応募者はレファレンス

チェック用に推薦者２名を示す必要がある。 

• 教職に就く場合、本校での勤務を開始する前に、TRB 登録しなければいけない。新

しいスタッフは全員、WWC チェック資格を保有している必要がある。 

 

5. Definitions & Indicators 定義と指標 

 チャイルド・マルトリートメント（児童虐待）とは、大人や子どもによる事故以外の行動

で、規範を逸脱し、子どもに危害を及ぼす実質的なリスクを伴う行為を指す。その行為は、

意図的である場合もあれば、意図的でない場合もある。 

 子どもの養育に責任をもつ者の行為または不作為の結果、子どもに危害や傷害をもたらす

場合も含む。 危害には、身体的および知的発達の遅れが含まれる。 虐待は通常 5 つのカテ

ゴリーに分類される。 各カテゴリーは、以下に示すさまざまな指標によって説明できる。 

• 身体的虐待 Physical 

• 性的虐待 Sexual 

• 精神的虐待 Emotional including psychological 

• ネグレクト Neglect 

• 家庭内暴力 Family and domestic violence. 

Physical Abuse 身体的虐待 

 身体的虐待とは、家族、親戚、養育者、他の大人や子どもなど、子どもが知っている誰か

によって、故意に傷つけられたり、傷つけられる深刻な危険にさらされたりすることであ

る。身体的虐待の指標は察知しにくい場合もあるが、子どもが傷害を隠せない場合には発見

しやすい。 

 身体的虐待の例としては、殴る、首を絞める、噛む、揺さぶる、投げる、やけどを負わせ

る、燃やす、窒息させる、毒を飲ませる、アルコールや薬物を摂取させる、器具を使った暴

行、女性の性器切除などがある。 

肉体的虐待の指標となるものには、以下のようなものを含む。 
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• 骨折、原因不明の打撲、火傷、または治りかけの火傷。 

• ケガについての説明ができない、あるいは一貫性がない、あいまいな、あるいはあ

りそうもない説明をする。 

• 異常または原因不明の内臓損傷。 

• 家庭内暴力の既往歴。 

• 受傷から医療支援を求めるまでの期間が長い。 

• 怪我、中毒、軽い不定愁訴で何度も受診する。 

• 常習的な欠席。 

• 保護者を異常に怖がる。 

• 暖かい季節に不適切な服を着る（あざ、切り傷、傷跡を隠すため）。 

• 身体的接触を避ける。 

• 他の子どもが泣いたり叫んだりするのを怖がる。 

• 知らない人に過剰に友好的である。 

• 体を揺すったり、頭をたたいたりするなどの自己刺激行動。 

• 火事を起こしたり、火に夢中になったりする。 

• 物を破壊したりする。 

• 動物を傷つける。 

Sexual abuse 性的虐待 

 性的虐待とは、子どもが性的な活動に参加するよう強制されたり、説得されたりしたこ

と。性的虐待は、身体的接触を伴う場合もあれば、接触を伴わない場合もあり、オンライン

またはオフラインで起こることもある。子どもは、自分が性的虐待を受けていることを理解

しているとは限らない。 

 性的虐待の指標となるものには、以下のようなものを含む。 

• 子どもが服を着ているか着ていないかに関わらず、身体のあらゆる部分に性的な接

触をすること。これには、キス、抱擁、または性的な方法で子どもに触れることが

含まる。 

• 子どもに性行為に参加することを強制したり、勧めたりすること。 

• 子どもに服を脱がせたり、他人の性器に触れさせること。 

• 子どもの口、膣、肛門に物や体の一部を入れることによるレイプや挿入。 

• 子どもに対して性器を露出させること。 

• 子どもに性行為を見聞きするよう勧めたり、強要すること。 

• 子どもが他人によって性的行為にさらされるのを防ぐための適切な措置をとらない

こと。 

• 他人に見られながら自慰行為をするよう子どもに勧めたり、させたりすること。 

• 児童虐待画像を作成、閲覧、配布するよう子どもを説得する。例えば、インターネ

ット上で性行為を行う、セクスティング（携帯電話やスマートフォンを使って、性
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的なメッセージや画像などをやりとりすること）、児童にポルノを見せることな

ど。 

• 児童虐待画像を作成、閲覧、配布すること。 

• 他人に児童虐待画像を作成、閲覧、配布させること。 

• 性的搾取 ‐個人または集団が、力の不均衡を利用して、贈り物、金銭、または理由

と引き換えに、子どもに性的行為を強要、操作、または欺く場合に起こる。 

 性的虐待を受ける子どもは、加害者を信頼するようグルーミングされていることが多く、

自分が虐待されていることを理解していないことが多い。グルーミングとは、子どもが虐待

を受けるために、子ども・重要な大人・子どもを取り巻く環境を整えるために行うプロセス

である。グルーミングは、ネット上、組織内、公共の場など、どこででも起こり得る。 

 子どもは、自分が性的虐待を受けている・受けたことに気づかなかったり、話さなかった

りする可能性がある。性的虐待の徴候には、子どもの行動、感情状態、身体的徴候の変化が

含まれる。以下のようなものがある。 

• 同年齢の他の子どもよりも性行為について詳しい。 

• 年齢や発達段階にとって、自慰行為の回数が多かったり、異常だったっりする。 

• 性的行為に他の子どもを巻き込む。 

• 何かの活動のために服を脱ぐのを嫌がったり、衣服を重ね着すること。 

• 性器や肛門にあざ、出血、腫れ、裂傷、切り傷がある。 

• 歩行や座位が困難である。 

• 膣の異常な臭いやおりもの。 

• 性器のかゆみや痛み、トイレに行きにくい。 

• 性感染症にかかっている。 

• 衣類（特に下着）が破れたり、汚れたり、血だらけになったりしている。 

• 特定の人と二人きりになるのを怖がる。 

• 頻繁に落ち込んだり、自殺願望や自殺未遂を感じたりする。 

• 頻繁に頭が痛くなったり、胃が痛くなったりする。 

• 虐待に関する物語、詩、作品（アート）を創作する。 

• 原因不明の物品、所有物、金銭がある。 

性的虐待は、重大な精神的外傷、身体的傷害、感染症、感情的・心理的発達の障害などの害

を子どもに及ぼす可能性がある。 

Emotional abuse 精神的虐待 

 精神的虐待は、子どもが繰り返し拒絶されたり、孤立させられたり、脅かされたり、屈辱

を受けたりすることで起こる。精神的虐待には、子どもに深刻な精神的、身体的、心理的危

害を与えるだけでなく、他の種類の虐待やネグレクトの可能性を高める家族内暴力や家庭内

暴力にさらされることも含まれる。 
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 精神的虐待という用語には、孤立させる、信用を失墜させる、無視するといった行動を伴

う心理的虐待も含まれる。 

 敵意を受けたり、軽蔑的な呼び名や侮辱、身体的または社会的な孤立を繰り返したり、長

期間にわたって相手（親、兄弟姉妹、養育者、教師など）から執拗に拒絶されたり冷たくさ

れたりした場合に、子どもが精神的虐待を受ける可能性がある。 

 精神的虐待の指標としては、以下のようなものを含む。 

• 攻撃的だったり受け身的だったり、原因不明の行動の変動。 

• 感情的、精神的、身体的発達の著しい遅れ。粗大運動能力、微細運動能力の発達の

遅れを含む。 

• 言葉の発達の遅れや吃音。 

• 乏しい自己イメージと低い自尊心（無価値感）。 

• 強迫的な嘘や盗み。 

• 高いレベルの不安や苦痛。 

• 他人に対する信頼の欠如。 

• 知っている大人からも知らない大人からも注目されたい、愛情を注がれたいという

欲求が強い。 

• 家に帰りたがらない。 

• 揺さぶり、親指しゃぶり、おねしょなどの退行行動。 

• 知人に対する恐怖。 

• 自傷行為、過食、飢餓状態。 

• 暴力的な絵や文字を書く。 

Neglect ネグレクト 

 ネグレクトとは、子どもが十分な食事や住居、医療、監督、ケア、養育を受けられず、そ

の発達が損なわれたり、傷ついたりすることである。 

 ネグレクトの例 

• 適切な監督なしに子どもをおいておく。 

• 子どもを学校に通わせない、または学校に入学させない。 

• 不衛生であったり、処方された薬が足りなかったりしたために、子どもが感染症に

かかる。 

• 子どもに適切な注意や精神的なサポートを与えない。 

• 必要なときに、子どものために医療援助を求めない。 

 ネグレクトの指標は以下を含む。 

• 栄養失調や空腹の兆候が見られる。 

•  食べ物をねだったり、盗んだり、ため込んだりする。 

•  髪の毛が乱れたり、皮膚が汚れたり、ただれや体臭があったりするなど、不潔で不

衛生な状態が続く。 
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•  頻繁に病気にかかったり、治療を受けてなかったり、または定期的な医療を受けて

なかったりする。 

• 疲れたり、学校に遅刻したり、不登校だったりする。 

• 年齢、発育、および環境状況に見合った適切な監督なしに放置される。 

• 放課後を過ぎても長時間学校に残されている。 

• 天候に適した服装がない。 

•  住居が不十分であったり、安全でない状況である。 

• 乳幼児や就学前の子どもが、医学的な理由がないのに身体的および発達的な節目を

満たしていない。 

Family and domestic violence 家庭内暴力 

 家庭内暴力とは、現在または過去の親密なパートナーや家族関係において、強要、支配、

恐怖の創出を意図した意図的な行動パターンである。 

 家庭内暴力は、精神的・心理的虐待、身体的暴力、性的暴力、経済的虐待、テクノロジー

による虐待、宗教的・スピリチュアル的暴力が含まれるが、これらに限定されるものではな

い。暴力の加害者は、虐待の責任者である。その場にいて暴力を見聞きしたり、暴力による

身体的な傷が与えられることを目撃したりすることで、子どもを家庭内暴力にさらすことに

なり、精神的虐待の一形態である。精神的虐待による害に加え、家庭内暴力に子どもをさら

すことは、加害者が暴力をふるっているときに子どもにも傷をつけて身体的害をもたらす可

能性もある。また子どもの基本的ニーズが満たされない一因となる場合、ネグレクトにもな

る。 

 家庭内暴力にさらされることは、特に保護者が関与している場合は、子どもの情緒的ウェ

ルビーイングと発達に深刻な影響を与える可能性がある。子どもは深い感情的、社会的、行

動的困難を経験する可能性が高く、虐待の記憶による心的外傷後ストレスに苦しむかもしれ

ない。 

 家庭内暴力にさらされた子どもの徴候は、上記の精神的虐待、身体的虐待、ネグレクトの

指標と似ている。 

 

6. Reporting Child Abuse and Neglect 児童虐待やネグレクト報告 

 西オーストラリア州において、児童虐待とネグレクトの報告には２種類ある。 

1. 児童性的虐待以外の虐待やネグレクトに関する児童虐待または虐待の懸念の報告

（Department of Communities、Central Intake Team）。これはどのスタッフでも報告

できる。 

2. 児童性的虐待の報告義務（mandatory reporting） 

児童性的虐待の報告義務（報告義務者のみによるマンダトリー・サービスへの報

告）。現在、西オーストラリア州の義務報告者には、教師（TRB 登録者）、医師、
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看護師、助産師、警察、寄宿舎監督者、宗教聖職者、TAFE 講師、コミュニティ省担

当官、家庭外養護職員、心理士、スクールカウンセラーが含まれる。 

 確信ができていなくても、子どもが何らかの形で虐待やネグレクトを受けている懸念があ

る場合、行動を起こすことが大切である。どんな時にでも、子どもの安全に重点を置くべき

である。その子が話したりしているする相手、または状況がわかっているのは、あなた一人

かも知れないので、できるだけ早く動き、報告する必要がある。 

 子どもが虐待やネグレクトを受けていると確信ができたり、懸念を持つようになったりす

るきっかけには以下があり得る。 

• 虐待やネグレクトに関する指標を観察する。行動の変化も含まれるかも知れない。 

• 子どもと接する大人の行動の観察。 

•  子どもからの虐待またはネグレクトの開示。 

•  家族・兄弟姉妹・友人など他の方からの情報。 

Important 重要 

子どもが差し迫った危険にさらされている、または命にかかわる状況にあると思われる場合

は、直ちに西オーストラリア警察（WA Police 電話：000）に連絡してください。 

6.1 Procedure for reporting child abuse or neglect (non-mandatory reporting)  

 児童虐待やネグレクトの報告手順（児童性的虐待の報告義務以外の虐待） 

• 観察、入手した情報、または懸念につながる子どもからの情報開示など、情報を得

た後、職員は校長と相談する必要があり、誰に報告する必要があるのか、記録のメ

モや書類をどこに保管する必要があるのか、どのように子どもを支援すれば虐待が

継続する可能性を最小限にするための次のステップなど、対応に関するガイダンス

を求めるようにする。職員または校長は、AISWA 心理チームのメンバーまたは学校

の AISWA 児童保護コンサルタントに相談することもできる。 

• 校長は、18 歳未満の児童・生徒が何らかの形で虐待やネグレクトを経験した、ある

いは虐待やネグレクトの危険にさらされていると合理的な根拠に基づいて確信がで

きた場合（性的虐待を除く場合 - 性的虐待については、マンダトリーレポート報告

手続きを参照）、Department of Communities Central Intake Team（コミュニティー

省、中央インテークチーム 電話：01800 273 889 を通じて）、に報告する責任があ

る。校長が報告できない場合、または報告することが適切でない場合は、JSP 理事長

と相談の上、校長代理が報告することになる。 

• 報告提出後に、子どものサポートに関した相談の依頼が保護者から学校に寄せられ

た場合、あるいは子どものサポートのために学校が保護者との面談を希望する場

合、面談の時は最低学校関係者２名（例えば、校長ともう一人）で行うことが望ま

しい。学校は、AISWA などの外部機関の支援を検討することもできる。 

• 校長の報告する義務に関しては、「10.児童保護に関するその他の報告要件」で記載

されてる。 
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重要な留意点 

• 児童虐待やネグレクトの問題を調査するのはスタッフの役割ではない。 

• 児童保護に関する記録・書類がどこに保管されるのか、誰がアクセス許可されてい

るか、機密性と安全性に対しての取り組みなどの理解が全職員に行き渡たるように

することが大切である。 

• 守秘義務が最も重要であることを肝に銘じ、児童虐待やネグレクトの情報の開示

は、学校内で知る必要のある人のみに行われるべきである。 

 児童虐待またはネグレクト（non-mandatory reporting）非強制的報告の手順をまとめた以

下のフローチャートを参照にしてください。  
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FLOW CHART – NON-MANDATORY REPORTING 

児童虐待やネグレクトの報告手順（児童性的虐待の報告義務以外の虐待） 

 

 

 

• 虐待やネグレクトの確信する前に、職員は校長や他の関連職員、あるいは AISWA の

心理士や児童保護コンサルタントなど専門的な知識を持つ者に相談することができ

る。 

• 職員は、学校のポリシーに従い、その過程におけるすべての観察と懸念を日付を記

入しながら、記録しなければならない。 

• 何らかの理由で校長に報告することが適切ではない場合、または校長が報告するこ

とはできない場合、校長代理がその役割を行う。 
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6.2 Mandatory Reporting of Child Sexual Abuse 児童性的虐待の報告義務 

 児童性的虐待の報告義務（mandatory reporting）とは、西オーストラリア州教員資格登録

協会（TRB）に登録された教員を含む、指定された専門家が、マンデトリーレポーティング

システムを通じて、子どもの性的虐待の懸念を Department of Communities（コミュニティ

省）に報告する義務制度を指す。西オーストラリア州において、報告義務を規定する法律は

2004 年児童・地域サービス法（Children and Community Services Act 2004）である。 

 パース日本人学校では、教員と校長が報告義務者であり、報告義務者として、子どもが学

校で保護されている間、または学校外で、性的虐待を受けた、または受けていると合理的な

根拠に基づいて確信ができた場合、報告することが義務つけられている。  
Reasonable grounds 合理的な根拠 

 報告義務者は、被害が発生したことを証明できる必要はない。専門的な判断力と客観的な

観察は、子どもの性的虐待の兆候や可能性のある指標を特定することに役立ち、報告者が合

理的な根拠に基づいて信念を形成することに役立つ。児童発達に関する知識や同僚や他の専

門家との相談も合理的な根拠の確定に役に立つ。 

 合理的な根拠は以下を含む。 

• 子どもの行動に関する報告者自身の観察 。 

• 子どもと接している大人の行動に関する報告者自身の観察。 

• 自分または他の児童が危害を受けたと、子ども話した場合。 

• 危険にさらされていることを子どもの親戚、友人、隣人、兄弟など、信頼できる立

場にいる人から情報が提供された場合。 

 報告義務者は、子どもが性的虐待を受けていた、または受けていると確信した根拠を明記

しなければならない。  報告義務者が、子どもが性的虐待を受けた、または受けていると合

理的な根拠に基づいて確信したわけではないが、十分な懸念を抱いている場合は、校長に相

談することが望ましい。また Department of Communities Central Intake Team （コミュニティ

ー省、中央受付チーム 電話：1800 273 889）または Mandatory Reporting Service（報告義務

サービス、電話：1800 708 704）に連絡し相談することができる。 

  報告義務者は、児童性的虐待の懸念を強化した要素、例えば指標、開示、傷害、徴候、

症状、および行動の存在に留意することにより、児童性的虐待がある合理的な根拠に基づい

て確信を形成する。 

 報告をする前に、報告義務者が、The Mandatory Reporting Guide（義務的報告ガイド）を

参照し、子どもが性的虐待を受けた、または受けているのか、確認した方が良い。 

https://www.wa.gov.au/system/files/2024-05/mandatory_reporting_guide_western_australia.pdf  

 学校内の報告義務者は、自分の信念が合理的な根拠に基づいているかどうかを判断するた

めに、以下の項目を考慮することが役に立つ。  

https://www.wa.gov.au/system/files/2024-05/mandatory_reporting_guide_western_australia.pdf
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• 子どもが性的虐待を受けていた、あるいは受けていると考える理由を説明できる

か。 

• 子どもが性的虐待を受けていると思わせるような言動はどのようなものなのか。 

• 性的虐待の 「可能性の指標 」のいずれかが存在することを観察したり、聞かされた

りしたのか。 

• 子どもは性的虐待を開示したのか。何があったと言ったか。誰にいつ開示したの

か。 

• 他にどのような行為や指標を観察したのか。また気になる子どもとのやりとりはど

んなものがあるのか。その行為の頻度と深刻さはどの程度なのか。いつから起こっ

ているのか。 

 報告義務者でない（すなわち、報告が義務付けられている教員や他の専門職員でない）職

員やボランティアは、学校コミュニティ内で児童の性的虐待が行われていると合理的な根拠

ができた場合、校長に直接報告しなければならない。校長が何らかの形で加担または妨害し

ていると思われる場合は、校長代理に報告する。 

Procedure for making a mandatory report 義務報告の手続き  

• 報告義務者は、子どもが性的虐待を受けた、または受けていると合理的な根拠に基

づいて確信した場合、Mandatory Reporting Service（報告義務サービス、MRS）を通じ

て Department of Communities（コミュニティ省）に報告しなければならない。この

サービスでは、24 時間年中無休で 1800 708 704 に電話で連絡し、報告書についての

相談やアドバイスを受けることができる。 

Mandatory Report（義務報告書）は以下のリンクを通して報告提出ができる。 

https://mandatoryreportingweb.communities.wa.gov.au/ 

• 報告義務者が希望する場合、合理的な根拠に基づいて信念を形成する前に、特定の

児童・生徒に関 して、校長およびその他の関連職員を含めて話し合うことができ

る。これらの関係者のいずれかが報告義務者であり、個人的に確信を持った場合、

報告義務システム（MRS）に報告する義務がある。報告を怠った場合、最高＄６，

０００の罰金が科せられる。 

• 性的虐待が発生した、または発生していると合理的な根拠に基づいて確信を持った

場合、報告義務者の責任において、報告義務サービス（MRS）へ直接報告を行うこ

とになる。 

児童性的虐待の報告義務（mandatory reporting）のフローチャートを参照にしてください。 

 
 
 
 
 
 

https://mandatoryreportingweb.communities.wa.gov.au/
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FLOW CHART – MANDATORY REPORTING 

児童性的虐待の報告義務の手順 

 

  

• 虐待やネグレクトの確信する前に、職員は校長や他の関連職員、あるいは AISWA の

心理士や児童保護コンサルタントなど専門的な知識を持つ者に相談することができ

る。 

• 職員は、学校のポリシーに従い、その過程におけるすべての観察と懸念を日付を記

入しながら、記録しなければならない。 

• 何らかの理由で校長に報告することが適切ではない場合、または校長が報告するこ

とはできない場合、校長代理がその役割を行う。 
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Information that must be included 記載しなければならない情報 

 2004 年児童・地域サービス法（Children and Community Services Act 2004）第 124 条 C

に基づき、義務報告書には以下の情報を記載しなければならない。 

- 報告者の氏名および連絡先。 

- 子どもの氏名、または合理的な照会を行っても氏名が得られない場合は、子どもに

ついての説明。 

- 報告者が、子どもが性的虐待を受けた、または現在も性的虐待を受けていると考え

る根拠。 

The following information must also be provided to the extent that it is known:  

 また、以下の情報もわかる範囲で提供しなければならない。 

- 子どもの生年月日。 

- 子どもの居住地。 

- 子どもの保護者またはその他の適切な者の氏名（成人親族、子どもが通常同居して

いる人など）。 

- 加害を与えたと疑われる者の氏名・連絡先・子どもとの関係。 

Other important information その他の重要情報 

 報告を提出する場合、以下のような情報は Department of Communities や WA 警察が調査

や査定を行う際に役立つもので、できるだけ詳しく記入すること。 

- 子どもの現在の居場所。 

- 子ども・保護者・子どもの住所と関係がある電話番号 。 

- 子どもが通うの学校・保育園・幼稚園の情報 。 

- 子どもの文化的背景。  

- 子どもに障害や特別のニーズがあるかどうか 。 

-  子どもや家族に通訳が必要かどうか 。 

- 兄弟姉妹・養育者など、子どもの家族構成・情報 。 

-  性的虐待を行ったとされる人物が、子どもにさらに危害を加えると脅しているかど

うか。 

- 子どもおよび子どもの家族・養育者が報告があったことが知っているかどうか。 

- 開示が行われた背景。 

- 子どもが虐待を開示した場合、何が起こったと話したか、いつ誰に開示したのか。 

- 懸念される子どもの行為や子どもとのやり取りの説明。頻度や深刻度を含む。 

- 子どもが怪我をしているのか、医療上の援助が必要かどうか。 

After submitting a Mandatory Report 報告提出後 

• 校長（または指定された上級職員）が学校のリスクを適切に管理できるように、報

告提出後、教員は校長または JSP 理事長に報告を提出したことを伝え、報告番号、日

付、関連情報を内密に提供しなければならない。その情報の受領者は、報告義務者
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の身元を明かしてはならない（Guide to the registration standards and other 

requirements for Non-Government Schools Standard 10）。 

• 報告書に関するすべてのメモや書類は、機密情報として安全に保管されなければな

らない。 

• 捜査の妨げにならないように、学校は保護者と連絡を取る前に、必ず Department of 

Communities 又は WA 警察に相談しないといけない。報告があったことを保護者に知

らせる必要があることは、子どもに明確に伝えなければならないが、保護者に知ら

せる時期や、誰が保護者に知らせるかは、Department of Communities や WA 州警察

と相談の上で行う必要がある。 

• 報告提出後に、子どものサポートに関した相談の依頼が保護者から学校に寄せられ

た場合、また学校の duty of care や Department of Communities の推薦で学校が保護者

と話し合いたい場合、保護者と会う場合、サポートのために学校関係者は最低２名

（例えば、校長ともう一人）で会う方が望ましい。学校は、AISWA の心理士や子ど

もがすでに世話になっている外部機関の支援を検討することもできる。このような

ミーティングの場合、常に子どもを中心に考えることが重要である。 

• 校長は、教員や子ども、その他影響を受ける人への継続的な支援を手配すべきであ

る。継続的なサポートが必要なのは、その教員は続けてその子どもの教員としての

役割が続く可能性があるからでもあるし、Department of Communities の役割も長期

に及ぶ可能性があるためである。 

• マンダトリーレポートを提出しないといけない状況に置かれることは、ストレスが

発生するし、動揺することがある。自分自身を大切にし、報告することが自分自身

の健康や精神に与える影響に気を付ける必要がある。 

VERY Important とても重要な点 

虐待またはネグレクトの懸念を保護者に伝える前に、校長や教員は、必ず Department of 

Communities または WA 警察が行っている調査プロセスを妨げることを避けるために、

Department of Communities や WA 警察と連絡をとり、助言を求める必要がある。 

 

7. Responding to a Disclosure of Abuse or Neglect 

虐待やネグレクトの開示への対応 

 児童・生徒が虐待やネグレクトの開示がある場合、職員は子どもの安全とプライバシーを

守る方法を知っておく必要がある。職員は児童・生徒の緊急のニーズを理解し、どのように

対応すべきかを知っておく必要がある。 

 開示をされた子どもへの対応は、子どもが将来さらに情報を開示するかどうかに影響をあ

たえるし、また子どもへの心理的な症状の重さにも影響を与える可能性がある。開示に対す
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る否定的な対応は、子どもが再び情報を開示する意欲に影響を与え、虐待の影響を悪化さ

せ、虐待を継続させる可能性がある。  

 公共の場や仲間の前で、子どもが開示する可能性を示した場合、子どものプライバシーを

保護するために、子どもの話を遮る必要があるかもしれない。「保護的割り込み」

（protective interrupting）とは、子どもが他の子どもや、その情報を知るべきでない人々の

前で開示するのを防ぐための戦略である。 

Australian Institute of Family Studies (2015)と Briggs (2012)によると、子どもが情報を開示して

いる場合、以下のことが重要である。 

• 子どもに十分な注意を払う。 

• 平静を保つ。 

• 子どもを信じること。子どもの情報開示を真剣に受け止め、子どもがサポートされ

ていると感じることも大切である。 

• 子どもが「間違った」ことを言うことを恐れないこと。 

• 話してくれたことは正しいことだと子どもに伝え安心させる。 

• 子どもが納得できることだけを開示することを受け入れる。また、話してくれた勇

気や力を認める。 

• 子どもをせかさない。 

• 子どもが自分の言葉で言えるように支援する。 

• 守れない約束をしないこと。 

• 次に何をする予定なのかを子どもに伝える。 

•  加害者である親や養育者を決して批判しない。 

• 子どもの情緒状態と当面の安全を確認する。 

• 加害者と思われる人物と対立しない。 

•  情報開示の内容を逐語的に記録する。 

子どもが話してくれているときにやってはいけないこと。   

• 子どもの話を止めないこと（子どものプライバシーを守る場合を除く）。  

• 子どもの話を疑ったり、その正当性を疑ったりしないこと。  

• 子どもが話していることを否定したり、軽んじたりしないこと。  

• なぜもっと早く話してくれなかったかと子どもに聞いたりしないこと。 

• 子どもの気持ちを推測しないこと。 

• すべてがうまくいく、安全で幸せになるよと子どもに約束しないこと。 

• 誘導尋問や聞き取り調査をしない（調査する役割は Department of Communities 及び

WA 州警察にあり、学校の者にはない）。  

• 自分だけで状況に対処しようとしないこと。  

• 子どもの気持ちを勝手に決めつけないこと。   

 上記の点に関する詳細は、Mandatory reporting information sheet 5: responding to disclosures  
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「報告義務に関する情報シート 5：情報開示への対応」に記載されている。  

 職員は、子どもの開示が自分自身にショック、怒り、無力感などの強い感情を呼び起こし

たり、過去の個人的な経験を呼び起こしたりする可能性があることを認識しなければならな

い。子どもの開示の後、助けや援助を求めるとともに、引き起こした感情を向き合い、対応

する必要がある。  

 

8. Grooming Behaviour グルーミング行為 

 グルーミングとは、「子どもと親しくなり、感情的なつながりを築き、子どもとの性行為

に備えて子どもの抑制を低下させる目的で意図的に行われる行為」を指す（Royal 

Commission into Institutional Responses to Child Sexual Abuse, 2017, p.9）。 

 お菓子、オンラインゲームのクレジット、薬物やアルコール、金銭などの贈り物は、子ど

もや子どもの周りの大人と親しくなり、子どもに近づくための手段として使われることがあ

る。このような行動は、性的な好意の交換ではなく虐待のために、接近し、抑制を弱め、秘

密を確保することを意図しているため、グルーミングであることに変わりはない。 

 グルーミングには以下のものが含まれることが多い。   

• 子ども（およびその養育者）に贈り物や特別な配慮を与え、虐待を引き起こす人物

に特別な恩義を感じさせること。 

• くすぐりやレスリングなどの密接な身体的接触を常態化させること。  

• 性的なものや性的な行為に徐々に触れさせること。  

• 罪悪感や恥ずかしさを感じさせたり（「自分のせい」だと思わせたり）、脅したり

して、子どもをコントロールしようとすること。 

• 一人の子どもを特別扱いすること。 

• 特別な活動を企画したり、特別な時間を過ごさせたりすること。  

• 子どもを他の大人や子どもから隔離させること。  

• 子どもにアルコールや薬物の使用を勧めること。   

• 経済的・精神的・実際的にある家族を特別に支援したりすること。 

 このような手口は、子どもが自分との性行為をやめる可能性を減らし、虐待があったこと

を他の大人に明かすリスクを最小限にするために用いられる。グルーミングはまた、子ども

と二人きりになる時間を確保し、子どもを守る可能性のある人からの障壁を最小限にするた

めに、子どもの信頼できる家族を巻き込むことも多い。 

 教員は役割上、学校や時には他の場所で子どもたちと接する機会がある。従って、教員は

職業上の境界を保ち、グルーミングとみなされるような行為を慎むことが重要である。ま

た、教員が他者の容認できない行為を識別し、警告の兆候を見極め、それを観察した場合に

は適切な当局に報告できるようにすることも重要である。教員が児童・生徒をグルーミング

している可能性を示す具体的な行動については、「Teacher-Student Professional Boundaries – 

TRBWA」（教師と生徒の職業上の境界線 ）を参照してください。  
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9. Child Sexual Abuse in the Online Context オンラインにおける子どもの性的虐待 

 インターネットやソーシャルメディアは、家族や友人とのつながりを保ち、遠隔学習に取

り組むための素晴らしい方法を提供する。しかし、オンライン上での児童の性的搾取の新た

な機会をも可能にしている。オンラインにおける児童の性的虐待の詳細については、

「Mandatory Reporting - Information sheet 4: child sexual abuse in the online context（報告義務 - 

情報シート 4：オンラインにおける児童の性的虐待）」を参照のこと。  

 E-safety commissioner （E-セーフティコミッションナー）の調査によると、若者の 4 人に 1

人が、オンライン上で知らない人から連絡を受けたことがあるという。通常、このような接

触は無害だが、時には不適切であったり、望まないものであったり、危険なものであったり

することがある。最初は連絡を歓迎していたとしても、このようなことが起こる可能性があ

る。最悪の場合、性的虐待を目的としたグルーミングが行われることもある。このような虐

待は、対面的に会う場でも起こりえるが、ウェブカメラでの性行為や、性的な画像の送信や

投稿に、若者がだまされたり説得されたりするオンライン上で起こることが多くなってい

る。 

 以下のウェブサイトでは、オンラインで子どもを保護するための情報や、虐待を報告する

ためのポータルを提供している。 

• WA Police Internet Safety WA（州警察インターネットセーフティ）は不適切なオンラ

イン・コンテンツの報告方法、保護者のための安全のヒント、セクスティング、オ

ンライン犯罪者の見分け方、e-Safety に関する情報を提供。 

• E-safety Commissioner は、教師、学校、コミュニティのためのオンライン安全リソー

ス、ファクトシート、トレーニングを提供する学校向けの優れたリソースである。

また、ネットいじめ、不適切なコンテンツ、オンライン事件への対応に関する資料

や情報もある。虐待やオンライン被害の報告。 

• ThinkUKnow は、オーストラリア連邦警察（AFP）が主導するエビデンスに基づく教

育プログラムで、オンライン上の児童の性的搾取を防止するために、警察や業界の

パートナーと協力して全国的に実施されている。  

• Australian Centre to Counter Child Exploitation（オーストラリア児童搾取対策センタ

ー）は、オーストラリア連邦警察（AFP）およびその他の当局と協力し、オンライン

児童搾取対策に取り組んでいる。 

 

10. Other Reporting Requirements Relating to Child Protection 

      児童保護に関するその他の報告要件 

Reportable Incidents WA 教育省局長への報告 する義務があるインシデント 

 The Guide for Registration Standards and Other Requirements for Non-Government Schools（非

政府学校の登録基準）の基準 7 に従い、運営組織（理事会）と学校の指導者は、児童・生徒
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の最善の利益を保護するために、危機的な事態や緊急事態を管理する 責任がある。ある種

の危機的な緊急事態は’Reportable Incident’「報告すべき事態」として分類され、Reportable 

Incident Notification Form（報告すべき事態通知書）を通じて、 できるだけ早く、48 時間以

内に Director General, Department of Education（教育省事務局長）に報告しなければならな

い。 

 報告義務のあるインシデント・カテゴリーは 6 つある。このうち 2 つは児童保護・虐待

に直接関係するものである。 

• 以下の場合によって、児童虐待（性的虐待を含むがこれに限定されない）の苦情ま

たは申し立てを受理した場合： 

a) 虐待が職員または他の児童・生徒によるもの。  

b) 学校の敷地内または学校関連の活動中に他の人物によるもの。 

虐待が最近起きたとされるか、過去に起きたとされるかを問わない。 

• グルーミング行為が疑われる Staff Code of Conduct （職員行動規範）に違反した職員

に対し、正式な警告、停職または雇い止めがあった場合。 

 Important 重要 

 報告義務（mandatory report）のある事例に関して Reportable Incident Notification（報告す

べき事態通知書）を提出する場合、報告義務者を含む関係者の身元を公表してはならない。 

Reportable Conduct – Reports to the Ombudsman 報告義務のある行為 - オンブズマンへの報告 

 2023 年 1 月より、西オーストラリア州に「Reportable Conduct Scheme」（レポータブル行

為制度）が設立された。この制度は、子どもの世話・監督、または権限を行使する組織の長

に対し、現従業員による児童虐待の申し立て、または有罪判決を受けたことを西オーストラ

リア州オンブズマンに報告し、これらの申し立てを調査することを義務付けるものである。

オンブズマンは、これらの調査を監視、監督、検討する。 

 この制度において、「従業員」とは 18 歳以上の以下の者が含まれる。 

• 役員または従業員（児童へのサービス提供の有無を問わない）。 

• 児童へのサービス提供に従事するボランティアまたは請負業者。 

 この制度は、Royal Commission into Institutional Responses to Child Sexual Abuse（児童性的虐

待への制度的対応に関する王立委員会の主要な勧告）を実施するもので、組織における児童

虐待を以下のように規定する。 

• 虐待は公平で独立した機関に通知する。 

• 虐待は十分に調査される。 

• 子どもが施設内での虐待から確実に保護されるよう対処する。 

 Reportable conduct（報告義務ある行為）には、ある刑事有罪判決（reportable 

convictions、報告義務のある有罪判決）および報告義務のある申し立て（reportable 

allegations）が含まれる。Reportable conviction（報告義務のある有罪判決）とは、子どもに



 

24 
 

対して・子どもと共に・または子どもの面前で犯した性的性質の犯罪、あるいはその他の所

定の犯罪に対する判決である。Reportable allegation（報告すべき申し立て）とは、本制度の

対象となる組織の「従業員」が、報告義務ある行為に及んだと合理的な根拠に基づいて確信

するに至るあらゆる情報のことであり、その行為が従業員の雇用の過程で発生したしたか否

かを問わない。 

 Reportable conduct （報告義務ある行為）には以下が含まれる。  

• 性的犯罪（子どもに対して、子どもと共に、または子どもの面前で）。 

• 性的非行（子どもに対して、子どもと共に、または子どもの面前で）。 

• 身体的暴行（子どもに対して、子どもと共に、または子どもの面前で）。 

• 子どもに対する著しいネグレクト。 

• 子どもに対する著しい精神的または心理的危害。 

 Reportable conduct（報告義務ある行為）には、以下の行為が含まれる。 

• 当該行為に関連する刑事手続が開始または終了したか否か、および 

• 当該行為が本制度の開始前、開始時、開始後のいずれに発生したか。 

 学校長は、現在の従業員・請負業者・ボランティアの一人に対し、報告すべき申し立て、

あるいは有罪判決 が下されたことを知った場合、以下のいずれかに関わらず、オンブズマ

ンに通知することが求められる。 

• 申し立てられた行為が、その者の組織での雇用前または雇用中に発生した場合。 

• 申し立てられた行為が、その者の組織での役割以外で発生した場合。 

• 申し立てられた行為が、本制度の開始前に発生した場合。 

 Reportable Conduct Scheme （レポータブル行為制度）は、組織の長に対し、学校が以下の

ようなシステムを備えていることを確認するよう求めている。 

• Reportable Conduct（報告義務ある行為）を防止する。これには、子どもが虐待を受

けやすいことを認識し、学校内でこのリスクを軽減するための措置を講じることが

含まれる。 

• 従業員が関与する reportable allegation（報告すべき申し立て）や reportable 

convictions（報告義務のある有罪判決）について校長への報告を可能にする。 

• 組織の長（校長）が関与する reportable allegation（報告すべき申し立て）や

reportable convictions（報告義務のある有罪判決）をオンブズマンに報告できるよう

にする。 

• 組織の長が受けた報告を、申し立てまたは有罪判決を知ってから 7 営業日以内にオ

ンブズマンに通知する。 

• 従業員に関する reportable allegation（報告すべき申し立て）や reportable convictions

（報告義務のある有罪判決）を調査し、報告すべき行為の発見に応じて適切な措置

を講じる。 一旦報告がされると、組織は、その問題を調査し、報告すべき行為が発

見された場合に、適切な対応をとるためのプロセスを備えていなければならない。
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また、組織は、報告すべき行為事項の取り扱いについて、適切なリスク管理方法を

備えていなければならない。 

• 調査情報の受領、取り扱い、開示する。調査情報の取り扱いに関して記録の保管が

適切であるように、情報の開示が合法的であるようにすること。 

  非政府学校がオンブズマンに報告する必要がある事項のすべてではないにせよ、そのほ

とんどは、ガイドの基準 7 の目的上、reportable incident（報告すべき事件）にも該当すると

予想される。オンブズマンへの報告書の提出に加え、Director General, Department of 

Education（教育省事務局長）にも報告すべき事件の通知をしなければならない。 

 

11. Protective Behaviours Education 

      自己防衛の態度・能力を育成する教育 

 パース日本人学校で実施している自己防衛の態度を育成するカリキュラムは、「Keeping 

Safe： : Child protection Curriculum（キーピングセーフ）」（KS:CPC）である。このカリキュ

ラムは全学年の児童・生徒に提供され、子どもたちが自分の安全を守り、尊重し合える関係

を築くためのスキルなどを身につけることを目指している。 

 

 キーピング・セーフ 児童保護カリキュラム（KS:CPC）は 

• 児童保護の専門家、教育指導者、教師によって開発された。 

• 年齢や発達段階に適している。 

• エビデンスに基づき、定期的に更新される。 

• KS:CPC の訓練を受けた教員によって提供される。 

• 子どもの安全に対して、反応的ではなく、積極的なアプローチである。 

 

 キーピング・セーフ（KS:CPC）は、すべての子どもたちに、幼い頃から年齢に応じた方法

で次のことを教えます。 

• 虐待を認識し、信頼できる大人に伝える方法。 

• 適切な体の触れ方と不適切な触れ方を理解すること。 

• 自分の安全を守る方法を理解すること。 

 

 スタッフのキーピング・セーフ（KS:CPC）のトレーニングは JSP で毎年行われ、全教職員

は JSP のカリキュラムの中でこのカリキュラムを実施する資格を持っている。教員は保護者

にキーピングセーフカリキュラムの実施についての情報が提供し、授業の延長で家庭で子ど

もと話し合いを続けるように勧めている。 

 

 自己防衛の態度を育成するカリキュラム（キーピング・セーフ）の実施により、子どもた

ちが自分自身を守るためのスキルと知識を身につけることを助ける一方で、子どもたちの安

全は常に大人の責任であることに変わりはない。 
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 キーピング・セーフ・カリキュラムの中で紹介されている実践方法のうち、日々の実践に

取り入れられるものには次のようなものがある。 

• 体の部位について、正しい用語を使うように促す。 

• 様々な状況において、子どもたちが感情を特定し、話し合うことを奨励する。 

• 質問と意思決定のスキルを奨励する。 

• 体に触ること（タッチ）に関する子どもの決定を尊重し、他の子どもの選択を尊重

するように促す。 

• 安全だと感じる状況とそうでない状況を区別できるようにする。 

• 子どもたちが、自分の話を聴いてもらえるとわかる環境を提供する。 

 

12. Monitoring, Implementing, and Evaluating this Policy 

      本ポリシーの監視、実施、公表、評価 

• 本ポリシーは毎年見直され、評価される。これを確実に行うことは校長の責任であ

る。 

• 本ポリシーは新職員や現職員すべての職員にとって必読とする。職員は本ポリシー

を読み、理解したことを署名する必要がある。 

• 本ポリシーは全職員を対象とする児童保護に関する年次研修のなかで読まれるもの

とする。 

• 本ポリシーのコピーは事務室で保管されると同時に職員ハンドブックのファイルに

含まれることとする。 

• 学校コミュニティの保護者は、毎年行わる保護者説明会において、本ポリシーの内

容と手続きの情報が提供されるものとする。保護者会で提供された資料は保護者全

員に配布される。 
 

13. Further Information and Resources 追加情報や参考資料 
 

支援、援助、アドバイスを提供する団体 
 
Department of Communities – Child Protection 
https://www.wa.gov.au/organisation/department-of-communities/child-protection 

Department of Communities （コミュニティ省）は、ニーズに応じて西オーストラリア州の子

どもの保護やケアを行い、危険にさらされている家庭や危機的状況にある個人を支援して

る。子どもの健康状態が心配な場合は、Central Intake Team（中央インテーク・チーム）に

までご連絡する（電話：1800 273 889）。これは 24 時間対応の電話サービスである。  

 
Mandatory Reporting of Child Sexual Abuse (Department of Communities) 

児童性的虐待の報告義務（Department of Communities） 

https://www.wa.gov.au/organisation/department-of-communities/child-protection
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性的虐待の報告については、強制報告サービス（Mandatory Reporting Service）の 1800 708 

704 に連絡するか、オンライン報告を提出する必要がある。 

リンク：https://mandatoryreportingweb.communities.wa.gov.au/ 

この部門は、24 時間 365 日、報告や懸念の提起に対応している。 

 

WA Police WA 警察 

緊急性が高く、児童の安全が脅かされている場合は、000 に電話してください。児童虐待や

小児性愛の被害者である場合、または誰かが虐待を受けているという情報を持っている場合

は、警察（131 444）に連絡するか、Crime Stoppers（犯罪防止センター）（1800 333 000）

に電話するか、最寄りの警察署に行く必要がある。 

 

Crisis Care クライシス・ケア 

電話：1800 199 008（通話無料） 

危機的状況にあり、緊急の援助が必要な人のための 24 時間電話サービス。 

 
The National Association of the Prevention of Child Abuse and Neglect (NAPCAN) 

全国児童虐待・ネグレクト防止協会（NAPCAN） 

リンク：www.napcan.org.au  

NAPCAN は、児童虐待やネグレクトの防止に取り組む児童福祉の専門家や実務家を支援し、

ネットワーク化することを目的とするオーストラリアの団体で、子育てに関するパンフレッ

ト、研修、支援ネットワーク、情報の提供などを通じて活動している。 

 
Australian Institute of Family Studies 
https://aifs.gov.au/ 

オーストラリア国立児童保護クリアリングハウスのウェブサイトで更新された、児童虐待に

関する情報に関連する最近の出版物の一覧を提供する。 

 
Australian Institute of Criminology 
https://www.aic.gov.au/ 

児童虐待の刑事的側面や出版物へのリンク。 

 
National Centre for Action on Child Sexual Abuse 
https://nationalcentre.org.au/ 

ーストラリア児童性虐待全国行動センターは、児童性虐待の多くの被害者や生存者にとっ

て、希望の象徴であり、行動のための不可欠な手段である。このウェブサイトには、多くの

リソースやトレーニングがある。 

Australian Childhood Foundation 
https://www.childhood.org.au/ 

トレーニングを含む多くのリソースを提供し、特に児童虐待、搾取、ネグレクトのトラウマ

を終わらせるための専門家をサポートする。 

 

https://mandatoryreportingweb.communities.wa.gov.au/
http://www.napcan.org.au/
https://aifs.gov.au/
https://www.aic.gov.au/
https://nationalcentre.org.au/
https://www.childhood.org.au/
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Helplines 電話相談 

Ngala Parenting Line 
Call: 08 9368 9368/1800 111 546 8am-8pm 
 
Kids Helpline 
Call: 1800 55 1800 24/7 
 

Online safety 

WA Police Internet Safety WA 州警察インターネット・セーフティ 

https://www.police.wa.gov.au/Your-Safety/Internet-safety 
 
E-safety Commissioner 
https://www.esafety.gov.au/ 
 

ThinkUKnow （オンライン児童性的搾取の防止） 

https://www.thinkuknow.org.au/ 
 

Australian Centre to Counter Child Exploitation（オーストラリア児童搾取対策センター） 

https://www.accce.gov.au/ 
 

Constable Care Foundation（青少年安全教育プロバイダー） 

https://constablecare.com.au/  
 

Online safety for young people with intellectual disability （知的障害のある若者のオンライン

安全） 

https://www.esafety.gov.au/research/online-safety-for-young-people-with-intellectual-disability 
 

Resources 

Recognising Child Abuse (PDF) 
Government of Western Australia Department of Communities November 2021 
https://www.wa.gov.au/government/publications/recognising-child-abuse 
 
AISWA Child Protection – Policies and Procedures Guidelines for Schools April 2024 
 
Teacher-Student Professional Boundaries 
https://www.trb.wa.gov.au/Professional-Conduct/Teacher-Student-Professional-Boundaries 
 
Mandatory Reporting of Sexual Abuse 

Mandatory Reporting of Child Sexual Abuse in WA - Resources 
https://www.wa.gov.au/government/document-collections/mandatory-reporting-of-child-sexual-
abuse-wa-resources 
Mandatory Reporting Guide: Western Australia May 2024 
https://www.wa.gov.au/system/files/2024-05/mandatory_reporting_guide_western_australia.pdf 
 
Mandatory Reporting Information Sheet 4: child sexual abuse in the online context 
https://www.wa.gov.au/system/files/2023-03/Mandatory-Reporting-Information-Sheet-4-Child-
Sexual-Abuse-in-the-Online-Context.pdf 

https://www.police.wa.gov.au/Your-Safety/Internet-safety
https://www.esafety.gov.au/
https://www.thinkuknow.org.au/
https://www.accce.gov.au/
https://constablecare.com.au/
https://www.esafety.gov.au/research/online-safety-for-young-people-with-intellectual-disability
https://www.wa.gov.au/government/publications/recognising-child-abuse
https://www.trb.wa.gov.au/Professional-Conduct/Teacher-Student-Professional-Boundaries
https://www.wa.gov.au/government/document-collections/mandatory-reporting-of-child-sexual-abuse-wa-resources
https://www.wa.gov.au/government/document-collections/mandatory-reporting-of-child-sexual-abuse-wa-resources
https://www.wa.gov.au/system/files/2024-05/mandatory_reporting_guide_western_australia.pdf
https://www.wa.gov.au/system/files/2023-03/Mandatory-Reporting-Information-Sheet-4-Child-Sexual-Abuse-in-the-Online-Context.pdf
https://www.wa.gov.au/system/files/2023-03/Mandatory-Reporting-Information-Sheet-4-Child-Sexual-Abuse-in-the-Online-Context.pdf
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Mandatory Reporting Information Sheet 5: responding to disclosures 
https://www.wa.gov.au/system/files/2023-03/Mandatory-Reporting-Information-Sheet-5-
Responding-to-Disclosures.pdf 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.wa.gov.au/system/files/2023-03/Mandatory-Reporting-Information-Sheet-5-Responding-to-Disclosures.pdf
https://www.wa.gov.au/system/files/2023-03/Mandatory-Reporting-Information-Sheet-5-Responding-to-Disclosures.pdf
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付録 - Non-Government School Sector Reporting Obligations 

非政府学校セクターの報告義務 

 

 
 


